
「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」（令和２年４月20日閣議決定）及び「国民の命と暮らしを
守る安心と希望のための総合経済対策」（令和２年12月８日閣議決定）に掲げる新型コロナウイルス感染
症の拡大防止策、ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現の２つの柱についての対応として
措置された、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用して実施した事業について、令和
２年度の実施状況を示すもの。

１ 趣旨

＜概要と成果＞
医療機関や県立学校等へのマスクや消毒液等の配備、ＰＣＲ検査機の整備、オンライン診療の導入、感染症に関す

る情報発信、スクールサポートスタッフの配置などを実施し、感染拡大の防止と医療提供体制の維持が図られた。
＜事業数と総事業費＞ 60事業、2,026,445千円
＜主な事業＞
・新型コロナウイルス感染症対策費（医療機関へのマスク等配布経費、感染症対策事業の周知費用等）
・結核・感染症サーベイランス事業費（県環境保健研究センターにＰＣＲ検査機、自動ＲＮＡ抽出装置を整備）
・医療的ケア児オンライン診療体制構築事業費（専門医療機関にオンライン診療を導入）
・地域医療情報発信事業費（予防意識の啓発や相談窓口の周知のため、テレビＣＭやＳＮＳ等による広報を実施）
・教職員人事管理費（新型コロナウイルス感染症対策に係る支援を行うため、スクールサポートスタッフを配置）

Ⅰ 感染拡大防止策と医療提供体制の整備及び治療薬の開発

令和２年度に新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金
を活用した事業の実施状況

２ 実施状況

＜概要と成果＞
テレワークの導入に向けた環境整備、事業者への相談体制の整備、中小企業者等への融資や家賃補助、県産農林水

産物の消費拡大の取組、本県出身学生の就職活動への支援などを実施し、雇用の維持と事業の継続が図られた。
＜事業数と総事業費＞ 26事業、6,794,610千円
＜主な事業＞
・いわて働き方改革加速化推進事業費（テレワークの導入を促進するため、環境整備に要する経費を補助）
・新型コロナウイルス感染症対応資金保証料補給（感染症対応資金の融資に併せ、保証料補給を実施）
・商工業小規模事業経営支援事業費補助（小規模事業者に対する指導・相談対応の体制強化に対する補助を実施）
・地域企業経営継続支援事業費補助（市町村が行う家賃補助に要する経費の一部を補助等）
・岩手県出身県外大学生等応援事業費（岩手県出身大学生が県内で就職活動等を行う際の交通費と宿泊費を支援）

＜概要と成果＞
公共交通事業者の安定運行への支援、市町村が行う地域経済の回復に向けた取組への支援、県産品の地産地消の促

進、宿泊施設の経営継続への支援などを実施し、感染症収束後を見据えた経済の再活性化への機運の上昇が図られた。
＜事業数と総事業費＞ 46事業、5,056,271千円
＜主な事業＞
・三陸鉄道運営支援事業費（三陸鉄道の安全・安定運行の維持を支援）
・並行在来線対策事業費（ＩＧＲいわて銀河鉄道の安全・安定運行の維持を支援）
・新型コロナウイルス感染症対策市町村総合支援事業費補助（市町村が行う地域経済回復等の対策事業を支援）
・買うなら岩手のもの運動展開事業費（県産品の地産地消を促進する取組を実施）
・観光宿泊施設緊急対策事業費（感染症収束後の全国的な官民の大規模キャンペーン等につながる取組を実施）

＜概要と成果＞
輸出を行う食品事業者の施設整備等への支援、障害福祉サービス事業所のＩＣＴ機器導入への支援、学校における

ＩＣＴ機器の整備などを実施し、産業の高付加価値化や教育分野等におけるリモート化が図られた。
＜事業数と総事業費＞ 15事業、271,821千円
＜主な事業＞
・いわて輸出向け食品等の製造施設等整備緊急支援事業費（輸出を行う食品事業者等が行う施設整備等を支援）
・ＩＣＴ利活用推進費（感染症拡大防止等の検証に必要となる位置情報ビッグデータ分析ツールを導入）
・障害福祉サービスＩＣＴ導入モデル事業費（障害福祉サービス事業者に対しＩＣＴ機器導入に係る経費を補助）
・オンライン学習支援体制整備費（オンライン学習支援サービス等を活用し、学びを保障する取組を実施）
・県立学校ＩＣＴ機器整備事業費（県立学校における１人１台端末等のＩＣＴ機器を整備）

※ 実施状況の項目については、国の経済対策の柱立てと同様

Ⅱ 雇用の維持と事業の継続

Ⅲ 次の段階としての官民を挙げた経済活動の回復

Ⅳ 強靱な経済構造の構築
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【令和２年度実績分】

Ⅰ　感染拡大防止策と医療提供体制の整備及び治療薬の開発 60 40.8% 2,026,445 14.3%

１　マスク・消毒液等の確保 22 15.0% 440,978 3.1%

２　検査体制の強化と感染の早期発見 10 6.8% 223,428 1.6%

３　医療提供体制の強化 13 8.8% 608,517 4.3%

４　治療薬・ワクチンの開発加速 0 0.0% 0 0.0%

５　帰国者等の受入れ体制の強化 0 0.0% 0 0.0%

６　情報発信の充実 4 2.7% 34,406 0.2%

７　感染国等への緊急支援に対する拠出等の国際協力 0 0.0% 0 0.0%

８　学校の臨時休業等を円滑に進めるための環境整備 11 7.5% 719,116 5.1%

Ⅱ　雇用の維持と事業の継続 26 17.7% 6,794,610 48.0%

１　雇用の維持 3 2.0% 112,596 0.8%

２　資金繰り対策 5 3.4% 3,116,409 22.0%

３　事業継続に困っている中小・小規模事業者等への支援 15 10.2% 3,542,081 25.0%

４　生活に困っている人々への支援 3 2.0% 23,524 0.2%

５　税制措置 0 0.0% 0 0.0%

Ⅲ　次の段階としての官民を挙げた経済活動の回復 46 31.3% 5,056,271 35.7%

１　観光・運輸業、飲食業、イベント・エンターテインメ
ント事業等に対する支援

26 17.7% 965,957 6.8%

２　地域経済の活性化 20 13.6% 4,090,314 28.9%

Ⅳ　強靱な経済構造の構築 15 10.2% 271,821 1.9%

１　サプライチェーン改革 0 0.0% 0 0.0%

２　海外展開企業の事業の円滑化、農林水産物・食品の輸
出力の維持・強化及び国内供給力の強化支援

1 0.7% 20,923 0.1%

３　リモート化等によるデジタル・トランスフォーメー
ションの加速

14 9.5% 250,898 1.8%

４　公共投資の早期執行等 0 0.0% 0 0.0%

147 100.0% 14,149,147 100.0%

事業数
（件）

総事業費
（実績額、千円）

経済対策の項目

合計

【参考１】

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の実施状況

（国の経済対策の項目別内訳）

令 和 ３ 年 11 月 12 日

岩 手 県
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交付金額

新型コロナウイルス感染症予防
緊急対策費

避難所開設時用の資材購入経費 28,669 28,669
避難所開設時用の資材として、パーテーション500台、段ボールベッド2,500台
をはじめ、非接触型体温計、サージカルマスク、除菌アルコールジェル等を購入
し、県の広域防災拠点等に備蓄

事業実施により、コロナ禍で衛生資材が全国的に品薄となる
中、県が備蓄をすることで、発災時における避難所の感染防止
対策の充実が図られた。

復興防災部

公立大学法人岩手県立大学運営
費交付金

保健衛生用品の購入費や各教室の消毒業務委託等の経費のほか、困窮する学生に
対する経済的支援に係る経費を支援。また、遠隔授業の環境整備に要する経費を
支援

18,113 18,113

・岩手県立大学に保健衛生用品（消毒用アルコール、サーモカメラ等）の購入費
用及び大学内教室の消毒業務委託（延べ110回）に係る経費を支援
・困窮学生延べ74人に対するアルバイト雇用による経済的支援に係る経費を支援
・遠隔授業の環境整備のためのwi-fiルーター手配代行（30台・155日間）を支
援

事業実施により岩手県立大学における感染症予防、困窮学生へ
の経済的負担の軽減、遠隔授業の環境整備が図られた。

ふるさと振興
部

私立幼稚園衛生用品緊急調達事
業費

私立幼稚園に配布する保健衛生用品（消毒用エタノール）の購入経費 2,335 2,335 私立幼稚園（49園）に配布する消毒用エタノール（1,135リットル）の購入 事業実施により感染拡大防止の効果があった。
ふるさと振興
部

スポーツ施設感染症予防対策事
業費

スポーツ施設の運営に当たり、県民が安心して施設を利用できるようにするた
め、空調設備を整備

2,824 1,883 県営運動公園第２ボルダリング場及び県営武道館大道場の空調設備を整備
事業実施によりスポーツ施設における感染拡大防止に効果が
あった。

文化スポーツ
部

墓地火葬場等指導費
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、遺体を収容する非透過性納体袋を確
保

3,960 3,960
・感染者及び感染疑いのある者の遺体を収容するため、非透過性納体袋（400
袋）を購入し医療機関へ配布した。

厚生労働省のガイドラインに則った、遺体の適切な対応
をすることで、医療従事者への感染リスクを軽減するこ
とができた。

環境生活部

障害者支援施設等衛生用品緊急
調達事業費

障害者支援施設の感染拡大防止のため、消毒液等の衛生用品配付及び簡易陰圧装
置の設置に対して補助

16,847 5,616
・酒精綿を100枚×20箱、手袋を100枚×10箱、フェイスシールドを24個、
サージカルマスクを1,000枚等の購入
・簡易陰圧装置を６事業所、換気設備を１事業所に対し設置補助

事業実施により、消毒液等の衛生用品配付及び簡易陰圧装置の
設置ができたほか、障害者支援施設の感染拡大防止が図られ
た。

保健福祉部

感染症予防費（臨時交付金） 検体等送付、連絡調整、感染症廃棄物処分等に係る経費 16,377 16,377

国保連・支払基金に対する審査支払委託料：695千円、検査に係る産廃処理委託
料：496千円
ほか、感染症対策専門委員会謝金、委員旅費、検体搬送に係る職員の旅費、県内
9保健所及び環境保健研究センターにおける通信運搬費、患者搬送に係る高速道
路使用料等

事業実施により、県内の医療提供体制が確立されたほか、県内
全域における検査体制の拡充が図られた。

保健福祉部

新型コロナウイルス感染症対策
費（臨時交付金）

医療機関へのマスク等配付経費感染症、対策事業の周知費用等に係る経費 28,023 28,023

マスク購入：17,149千円、物品輸送費：1,010千円、物品管理倉庫賃借料：
1,662千円
ほか、物資運搬に係る職員旅費、消耗品購入、県内飲食店への政策周知及び疫学
調査に係る電話・郵便費等

事業実施により、県内医療機関でのマスク使用を滞りなく行う
ことが可能となったほか、県の政策の周知、疫学調査が可能と
なった。

保健福祉部

公共職業能力開発費
県立職業能力開発校及び産業技術短期大学校における感染拡大防止のための資材
購入費

6,709 6,709

○県立職業能力開発校及び産業技術短期大学校の計５施設が感染拡大防止のため
の資材購入を実施

・産技短矢巾校　非接触式体温計、飛沫感染防止アクリル板等（購入品：36種
購入数：376）

・産技短水沢校　同上（購入品：15種　購入数：263）
・千厩技専校　　同上（購入品：11種　購入数：34）
・宮古技専校　　同上（購入品：12種　購入数：39）
・二戸技専校　　同上（購入品：16種　購入数：231）

事業の実施により感染拡大防止に効果があり安全な環境での訓
練実施が図られた。

商工労働観光
部

県産布製マスク供給事業費
県内の縫製事業者に新たに布製マスクの製造を依頼し、国からのマスク配布予定
がない県内の大学や各種専門学校等に配布するとともに、これを契機に県内にお
けるマスクの生産体制構築とアパレル産業の事業領域を拡大

16,393 16,393

○岩手県内所在の縫製事業者９社に布製マスクの製造依頼
○岩手県内56施設に対し、30,000枚の布製マスクを配布

・医療機関 15施設（県立１私立14） 6,000枚
・大学 ６校（国立１県立１私立４）　14,850枚
・短期大学 １校（私立１） 150枚
・専修学校 29校（県立４私立25） 5,500枚
・職業能力開発施設５校（県立５） 500枚
・その他（シオクリ！イワテバコ　他） 3,000枚

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、医療機関や、国
からマスクの配布予定がない大学・専門学校等へ布製マスクを
供給するとともに、商況が悪化しているアパレル産業の事業領
域拡大につなげた。

商工労働観光
部

水産科学館管理運営費（新型コ
ロナウイルス対策）

新型コロナウイルス感染症拡大に伴う減収に対する支援及び対策用物品の購入経
費

555 555
新型コロナウイルス感染症による影響緩和のため指定管理料の増額と感染拡大対
策に要する物品の購入（指定管理者：宮古市）

事業実施により、水産科学館の事業継続と感染防止対策による
蔓延防止の効果があった。

農林水産部

警備警察に要する経費(新型コロ
ナウイルス感染症対策)

警察職員の警察活動時における感染予防対策（タイベックスーツセット、マス
ク、非接触型体温計等）

45,095 45,095
タイベックスーツセット9,402着のほか、マスク、非接触型体温計、消毒剤等を
購入し、警察活動に活用。

感染防止対策資器材の活用により、職員の感染拡大防止に効果
があった。

警察本部

県立中学校教育活動再開環境整
備事業費

各学校における新型コロナウイルス感染症対策に必要な経費を支援（県立中学
校）

1,000 500
・県立中学校１校において消毒液等の保健衛生用品、換気用サーキュレーター等
を整備。
・学習保障のためのオンライン授業等に使用する物品の整備。

校内の感染症対策が実施され、学校教育活動の円滑な運営が図
られた。

教育委員会事
務局

全日制高等学校教育活動再開環
境整備事業費

各学校における新型コロナウイルス感染症対策に必要な経費を支援（全日制高等
学校）

135,391 67,696
・全日制高等学校62校において消毒液等の保健衛生用品、換気用サーキュレー
ター等を整備。
・学習保障のためのオンライン授業等に使用する物品の整備。

校内の感染症対策が実施され、学校教育活動の円滑な運営が図
られた。

教育委員会事
務局

定時制高等学校教育活動再開環
境整備事業費

各学校における新型コロナウイルス感染症対策に必要な経費を支援（定時制高等
学校）

6,123 3,062
・定時制高等学校３校(分校等含む)において消毒液等の保健衛生用品、換気用サー
キュレーター等を整備。
・学習保障のためのオンライン授業等に使用する物品の整備。

校内の感染症対策が実施され、学校教育活動の円滑な運営が図
られた。

教育委員会事
務局

特別支援学校教育活動再開環境
整備事業費

各学校における新型コロナウイルス感染症対策に必要な経費を支援（特別支援学
校）

45,867 22,934
・特別支援学校15校(分校等含む)において消毒液等の保健衛生用品、換気用サー
キュレーター等を整備。
・学習保障のためのオンライン授業等に使用する物品の整備。

校内の感染症対策が実施され、学校教育活動の円滑な運営が図
られた。

教育委員会事
務局

児童生徒保健管理費（新型コロ
ナウイルス感染症対策支援事業
費）

県立学校における感染予防対策（消毒液、次亜塩素酸ナトリウムの購入等） 8,997 4,499
・県立中学校１校、県立高等学校63校、県立特別支援学校14校にマスク・消毒
液等を配布し、感染拡大を予防。

校内の感染症対策が実施され、クラスター等の発生防止が図ら
れた。

教育委員会事
務局

児童生徒保健管理費（新型コロ
ナウイルス感染症対策支援事業
費）

各県立学校に保健衛生用品を配備（布製マスク、消毒液等） 17,744 17,744
・県立中学校１校、県立高等学校63校、県立特別支援学校14校にマスク・消毒
液等を配布し、感染拡大を予防。

校内の感染症対策が実施され、クラスター等の発生防止が図ら
れた。

教育委員会事
務局

管理運営費（特別支援学校ス
クールバス運行経費）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止する取組として、バス１台当たりの
乗車率を低下させるためのスクールバスの増便等に要する経費

18,160 9,081
・県立特別支援学校６校において、スクールバス乗車人数の少人数化による感染
リスクの低減を図るため、バスを増便。

バス乗車人数の少人数化が行われ、クラスター等の発生防止が
図られた。

教育委員会事
務局

青少年の家管理運営費（新型コ
ロナウイルス感染症対策）

安心して青少年の家の利用ができるよう消毒液等の必要な物品を整備 4,485 4,485
・県立青少年の家３施設において消毒液等の保健衛生用品、換気用サーキュレー
ター等を整備。

感染症対策が実施され、施設の安全な利用が図られた。
教育委員会事
務局

図書館管理運営費（新型コロナ
ウイルス感染症対策）

安心して図書館の利用ができるよう消毒液等の必要な物品を整備 4,051 4,051
・県立図書館において消毒液等の保健衛生用品、飛沫防止用パーテーション等を
整備。

感染症対策が実施され、施設の安全な利用が図られた。
教育委員会事
務局

管理運営費（特別支援学校ス
クールバス運行経費）

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止する取組として、バス１台当たりの
乗車率を低下させるためのスクールバスの増便等に要する経費

13,260 6,630
・県立特別支援学校６校において、スクールバス乗車人数の少人数化による感染
リスクの低減を図るため、バスを増便。

バス乗車人数の少人数化が行われ、クラスター等の発生防止が
図られた。

教育委員会事
務局

新型コロナウイルス感染症対策
保健衛生人材確保事業費

職員（ＯＢを会計年度任用職員として任用）の人件費（検査業務対応等） 30,686 30,606
保健所等勤務の保健師の任用：18人
PCR検査員の任用：2人

事業の実施により、保健所等の相談支援体制やPCR検査体制の
強化が図られた。

総務部

県庁舎管理費 赤外線サーモグラフィカメラ、体表面温度チェッカー等の整備 5,127 5,127
感染防止対策として、県庁舎及び議会棟正面に赤外線サーモグラフィカメラ２
台、体表面温度チェッカー２台を設置した。また、会議室及び受付窓口等に飛沫
防止パネル95台を設置した。

事業実施により、感染リスクを減少させ、クラスターの発生を
防止した。

総務部

地区合同庁舎管理費 体表面温度チェッカ—、非接触型体温計等の整備 9,141 9,141
感染防止対策として、各地区合同庁舎に体表面温度チェッカー15台及び非接触型
体温計39台、飛沫防止パネル164台を配付した。

事業実施により、感染リスクを減少させ、クラスターの発生を
防止した。

総務部

管理運営費（競技力向上事業
費）

国体冬季大会スケート競技会に参加する本県選手団が帰県後にPCR検査を受ける
ための費用を負担

528 528
国体冬季大会スケート競技会参加した選手等（約30名）に対し帰県後に新型コロ
ナウイルス感染症のPCR検査を実施

事業実施により、コロナ禍においても適切な選手団派遣が行え
た。

文化スポーツ
部

ふれあいランド岩手管理運営費
（ふれあいランド岩手施設設備
整備費

赤外線サーモグラフィカメラ等の設置 2,671 2,671 感染対策に必要となる赤外線サーモグラフィカメラの購入
事業の実施により、感染の早期発見と検査体制の強化が図られ
た。

保健福祉部

いわて子どもの森管理運営費
（いわて子どもの森施設設備整
備費）

赤外線サーモグラフィカメラ等の設置 1,336 1,336 感染対策に必要となる赤外線サーモグラフィカメラの購入
事業の実施により、感染の早期発見と検査体制の強化が図られ
た。

保健福祉部

結核・感染症サーベイランス事
業費

県環境保健研究センターにおける新型コロナウイルス感染症検査体制を強化する
ため、PCR検査機及び自動RNA抽出装置を整備

95,630 95,630
検体採取に係るマスク・防護衣・消毒液等：79,401千円、環境保健研究セン
ターにおける検査機器購入：12,878千円
ほか、患者搬送に使用する衣料に使用する洗濯機の購入、ＰＣの購入等

事業実施により、県内のＰＣＲ検査体制が確立されたほか、保
健所等での患者搬送体制の拡充が図られた。

保健福祉部

管理運営費（保健所管理運営
費）

感染症患者の発生や対策の長期化を見据え、保健所の体制を強化 1,264 1,264
保健所での疫学調査や相談対応等に従事するため増員した職員が従事する際のＰ
Ｃ端末９台を整備

新型コロナウイルス感染症の発生時に業務量が増大する保健所
での相談や衛生指導業務等に対応することができた。

保健福祉部

行政検査関連事業
新型コロナウイルス感染症感染拡大により検査件数が急増したことから、検査に
要する諸経費の追加措置を実施

75,732 75,732
県環境保健研究センターにおけるＰＣＲ検査に要する消耗品（試薬、衛生材料
等）を購入　75,732千円

事業実施により、県のＰＣＲ検査体制の安定した運用が可能に
なり、迅速な検査が可能となった。

保健福祉部

管理運営費
（空港管理（感染症対策））

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を目的として、花巻空港の到着口に
サーモグラフィカメラを設置し、検温を実施

1,313 1,313 花巻空港の到着口（国内線手荷物受取所）にサーモグラフィカメラを設置
検温の実施により、行動自粛等を促し、感染拡大防止の効果が
あった。

県土整備部

効果

【参考２】

２　検査体制の強化と感染の早期発見

令和２年度に新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業一覧

Ⅰ　感染拡大防止策と医療提供体制の整備及び治療薬の開発

事業名

１　マスク・消毒液等の確保

事業概要
総事業費
（千円）

担当部局
交付金の

主な使途/実績
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交付金額

効果事業名 事業概要
総事業費
（千円）

担当部局
交付金の

主な使途/実績

管理運営費（新型コロナ対応防
疫等作業手当）

患者等に接する業務に従事した場合の特殊勤務手当の支給に係る経費 5,288 5,288
宿泊療養施設対応に係る防疫作業手当　1,833千円
保健所対応に係る防疫作業手当　3,455千円

手当の支給は条例に基づくものであるが、手当の支給により感
染のおそれがある業務に従事する保健師等の適正な処遇の確保
が図られ、必要な人員及び体制を確保することができた。

総務部

動物愛護管理推進事業費
新型コロナウイルス感染により飼養が継続できず、預け先を確保できなかった
ペットの一時預かりを行う可能性のある保健所に必要な資材を購入

2,615 2,615

・飼い主の感染により飼養継続が不可となったペットを保健所で一時的に預かる
ため、必要な資材を購入し飼養した。
（内訳）
　職員用防護服（134着）、職員用フェイスシールド（2個）、ペット用ケージ
（10台）、ポータブル給湯器（4台）、犬用風呂（4台）、ペット用ドライヤー
（4台）など。

職員用及びペット用の必要な資材を購入することで、職員の感
染リスクを軽減しながらペットの一時預かり体制を確保するこ
とができた。

環境生活部

医療的ケア児等緊急時対策支援
事業費補助

新型コロナウイルス感染症の拡大により医療的ケアが必要な障がい児の支援体制
を強化

5,596 5,596
医療的ケア児等が在宅において人工呼吸器等電源を要する医療機器等を継続して
使用することができるよう、市町村が実施する貸付用非常用発電機の購入のため
の事業に対し補助を実施：5,596千円

緊急時に備えて、市町村に貸付用非常用発電機を整備すること
ができた。

保健福祉部

児童保護措置費（障がい児保護
措置費）

臨時休校による放課後等デイサービス等のかかり増し経費を補助 855 214
放課後等デイサービス利用者負担補助（13市町村を経由しての関節補助）
855千円

臨時休業に伴う放課後等デイサービス等のサービス利用のニー
ズ拡大に踏まえ、追加的に生じた利用者負担への補助を行い、
施設利用者の負担を軽減した。

保健福祉部

感染症等健康危機管理体制強化
事業費

新型コロナウイルス感染症による健康危機管理に迅速・適切に対応するため、関
係機関の連携体制強化と事前対応能力の向上

10 10 検査を説明する講師への謝金：10千円 事業の実施により、県内の検査対応能力の向上が図られた。 保健福祉部

医師確保対策費（臨床研修医定
着支援事業費）

医療提供体制の維持のため、医師の確保が喫緊の課題であることから、臨床研修
医を確保するための取組を実施

3,585 3,585

・医学生を対象にした病院ＰＲ動画の制作(動画２本)
・オンライン説明会・面接会開催のためのＰＣ・周辺機器の購入(ノートパソコン
１台、スピーカー14基購入)

・医学生を対象としたあらゆるイベントが中止となり、医学生
にＰＲする機会がなくなっている状況であったが、動画制作に
より県内臨床研修病院を知ってもらう機会が拡大し，病院のPR
につながった。
・オンラインの環境整備の導入したことにより、オンラインに
よる説明会等を開催することでコロナ禍においても円滑に事業
を実施することができた。

保健福祉部

外国人患者受入環境整備等推進
事業費

外国人患者の受入体制の充実を図るため、自動音声翻訳機を整備 622 622
新型コロナウイルス感染症の拡大に備え、県内医療機関等への外国人患者の受け
入れ体制の充実を図るため、自動音声翻訳機を整備（22台）

新型コロナウイルス感染症の疑いのある外国人が医療機関を適
切に受診できる環境を確保できた。

保健福祉部

医療的ケア児オンライン診療体
制構築事業費

医療的ケア児が新型コロナウイルス感染症の感染リスクにさらされることのない
よう、通院している専門医療機関にオンライン診療を導入

9,457 9,457
医療的ケア児オンライン診療・疾患管理システム整備6,160千円、医療的ケア児
支援システム「わたしのサマリー」整備3,297千円

通院困難な医療的ケア児が、住んでいる地域において、安心し
て継続的な医療を受けることができるよう、オンライン診療体
制を構築した。

保健福祉部

ビッグデータを活用した健幸づ
くりいわてモデル構築事業費

県民一人ひとりが自身の医療情報（通院履歴や調剤履歴等）を保有できる情報イ
ンフラ（PHR）を導入するとともに、市町村のサポートによる健康づくりの促進
を図るモデル事業を実施

73,003 73,003
PHRモデル市町村への補助金　16,628千円
ビッグデータ利活用システムへのデータ集積　55,660千円

県内で初の先進事例となるPHR導入モデルとなった。
ビッグデータ利活用システムへ電子カルテデータ（137万
件）、予防協健診データ（40万件）を取り込みデータ拡充され
た。

保健福祉部

看護職員確保対策費（看護師養
成所等実習補完事業費）

医療機関で実施予定であった看護師養成実習を補完するため、看護師養成所がシ
ミュレーター機器の導入及び演習の実施

5,755 2,878 県内看護師等養成所12か所に貸し出すため、演習用シミュレーターを２台購入
実習を学内演習に振り替えた場合でも、実習と同等の知識・技
能を修得するための体制を整備することができた。

保健福祉部

看護師等養成所学習環境整備事
業

県立の看護師等養成所における遠隔授業導入に必要な設備を整備 2,473 2,473 県立看護師等養成所３か所に遠隔授業に必要な設備を購入
対面授業の実施が難しい中、遠隔授業設備の導入により学習体
制を整備することができた。

保健福祉部

県立病院等事業会計負担金 県立病院等における臨時交付金活用事業に係る経費を負担 492,799 492,799
地方公営企業法第17条の２の規定に基づき、不採算地区の県立病院等の運営に要
する経費を負担
（県立病院20施設が対象）

新型コロナウイルス感染症への対応を行う県立病院に対し、地
方公営企業法第17条の２に規定された経費について負担するこ
とにより、感染拡大防止及び県立病院事業の安定経営に寄与し
た。

保健福祉部

医師会等オンラインシステム導
入事業費補助

発熱外来の設置・運営に係る連絡調整や情報交換を行うため、オンライン会議シ
ステムを構築

6,459 6,459
オンライン会議システム購入補助（県内各医師会・歯科医師会15ヶ所　2,418
千円、歯科医師会分14ヶ所　4,041千円）

県内各医師会・歯科医師会に対するオンライン会議システムの
導入し、新型コロナウイルス感染症に対応する医療提供体制の
構築に寄与した。

保健福祉部

３　医療提供体制の強化
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交付金額

効果事業名 事業概要
総事業費
（千円）

担当部局
交付金の

主な使途/実績

該当なし

該当なし

広聴活動費（報道関係事務）
新型コロナウイルス感染症対策等の情報の即時発信の必要性を考慮し、聴覚障が
い者への情報発信のため、知事定例記者会見に手話通訳者を配置

416 416 知事定例記者会見手話通訳配置（36回）
聴覚障がい者への新型コロナウイルス感染症対策等の情報の即
時発信ができた。

政策企画部

県政広報事業費（広報媒体購
入）

県内での感染拡大防止に係る知事メッセージや事業者等への各種支援策を広く県
民へ周知するため、新聞広告及びコンビニエンスストア等でのチラシ配布を実施

30,910 30,910

・新聞広報（岩手県からのお知らせ（新型コロナウイルス感染症関連））
掲載紙：県内４紙
掲載：年12回
掲載スペース：15段（５回）、５段（７回）

・チラシ配布
配布回数：４回
配布部数総計：84,520部
配布先計：295箇所

刻一刻と状況が変化する新型コロナウイルス感染症の情報につ
いて、県民へのタイムリーな広報を展開した。

政策企画部

新型コロナウイルス感染症に対
応した心のケア体制整備事業費

新型コロナウイルス感染症の感染拡大によるストレスの軽減を図るため、福祉総
合相談センターに相談員を配置

440 111 心の相談員報酬　378千円、旅費、需用費、役務費　計439千円
新型コロナウイルス蔓延により不安やストレスを抱える県民に
相談対応し、不安やストレスの軽減につながった。（相談件数
実績：50件）

保健福祉部

地域医療情報発信事業費
予防意識の啓発や相談窓口の周知を行うため、テレビＣＭやSNS等による広報を
実施

2,640 2,640
R2.4.30にLINEアカウントを開設し、新型コロナウイルス感染症に係る情報発信
を実施

県民に対し、きめ細やか、かつ速やかな情報発信が可能となっ
た。

保健福祉部

該当なし

私立学校運営費補助
感染症拡大防止のためのマスク着用による熱中症のリスク軽減のため、私立高等
学校等が行うエアコンの整備に要する費用の一部を補助

1,622 1,622 私立学校（17校・123教室）に対するエアコン整備費補助
事業実施により私立学校における新型コロナウイルス感染症対
策と熱中症予防の両立が図られた。

ふるさと振興
部

私立学校修学旅行キャンセル料
等支援事業費

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、私立学校の修学旅行等の中止や延期に
より発生したキャンセル料等を負担

9,002 9,002
新型コロナウイルス感染症の影響による修学旅行の中止や延期によるキャンセル
料等に要する経費の一部を補助。

・小学校（１校）、中学校（１校）、高等学校（13校）、専修学校（１校）

事業実施により修学旅行等のキャンセルに伴う経済的負担の軽
減が図られた。

ふるさと振興
部

農業大学校教育環境整備事業費
農業大学校において、遠隔授業や３密を避ける授業体制等に対応できる環境を整
備

8,146 8,146
農業大学校において、遠隔授業や３密を避ける授業体制等に対応できる授業配信
用設備と通信環境設備等を整備

事業実施により、人との接触機会を減らすことでき、コロナ感
染拡大防止の効果があった。

農林水産部

教職員人事管理費（新型コロナ
対策スクールサポートスタッフ
配置事業）

新型コロナウイルス感染症対策に係る支援を行うため、スクールサポートスタッ
フを配置

444,419 296,280
・県内小学校・中学校・高等学校・特別支援学校に計528名配置
　　報酬・手当等　441,139千円

旅費　　　　　  3,280千円

各学校において、消毒作業等の実施により感染症対策が強化さ
れ、クラスター等の発生防止が図られた。

教育委員会事
務局

教職員人事管理費（新型コロナ
対策スクールサポートスタッフ
配置事業）

新型コロナウイルス感染症対策に係る支援を行うため、スクールサポートスタッ
フを配置

149,019 147,714

・県内小学校・中学校・高等学校・特別支援学校に計528名配置（国の補助対象
外経費に係るもの）
　　報酬・手当等　130,317千円
　　旅費 14,920千円
　　役務費  3,782千円

各学校において、消毒作業等の実施により感染症対策が強化さ
れ、クラスター等の発生防止が図られた。

教育委員会事
務局

教職員人事管理費（新型コロナ
対策学習指導員等配置事業）

新型コロナウイルス感染症による臨時休校等により、未指導分の補習や感染症対
策に係る支援を行うため学習指導員等を配置

58,030 38,688
・県内小学校・中学校・高等学校・特別支援学校に計43名配置
　　報酬・手当等　56,602千円

旅費　　　　　 1,428千円

配置した学校において、新型コロナウイルス感染症による臨時
休校等により、未指導分の補習や感染症対策に係る支援補習が
行われ、教職員の負担軽減に寄与した。

教育委員会事
務局

教職員人事管理費（新型コロナ
対策学習指導員等配置事業）

新型コロナウイルス感染症による臨時休校等により、未指導分の補習や感染症対
策に係る支援を行うため学習指導員等を配置

9,068 8,896

・県内小学校・中学校・高等学校・特別支援学校に計43名配置（国の補助対象外
経費に係るもの）
　　共済費　　8,796千円
　　役務費　　  272千円

配置した学校において、新型コロナウイルス感染症による臨時
休校等により、未指導分の補習や感染症対策に係る支援補習が
行われ、教職員の負担軽減に寄与した。

教育委員会事
務局

教職員人事管理費（新型コロナ
ウイルス感染症対策スクールサ
ポートスタッフ配置業務支援事
業）

新型コロナウイルス感染症対策スクールサポートスタッフの配置に伴い増加する
教育事務所の業務を支援するため、会計年度任用職員を配置

2,628 2,628
・県内教育事務所に７名配置
　　報酬　　2,459千円
　　旅費　　  169千円

配置した教育事務所において、コロナ対応により増加した職員
業務の支援が図られた。

教育委員会事
務局

校舎大規模改造事業費（校舎大
規模改造事業）

県立高等学校の普通教室等へエアコンを設置することにより、新型コロナウイル
ス感染症対策のためマスク着用でも室温を下げられるよう環境を整備

23,518 23,518
・県立高等学校61校において、感染症対策のためのマスク着用による熱中症リス
ク低減のため、教室等に空調設備を設置。

空調設備の設置により、夏季の感染症対策及び熱中症対策が図
られた。

教育委員会事
務局

児童生徒保健管理費（学校給食
費返還等事業）

新型コロナウイルス感染症対策としての学校の臨時休業により学校給食が停止し
たことから、事前に発注していた給食食材のキャンセル料等について補償

361 91
・給食食材の提供事業者３者に対し、臨時休校等により急遽停止した給食食材に
係る違約金の支払いに対する支援。

支援を行ったことで、保護者負担の軽減が図られた。
教育委員会事
務局

修学旅行のキャンセル料等支援
事業費

新型コロナウイルス感染症の影響により県立高等学校等の修学旅行等の中止や延
期により発生したキャンセル料等を負担

13,303 13,303
・県立学校56校において、令和２年度中に実施予定だった修学旅行等の中止に伴
うキャンセル料支払いに対する支援。

支援を行ったことで、保護者負担の軽減が図られた。
教育委員会事
務局

６　情報発信の充実

４　治療薬・ワクチンの開発加速

５　帰国者等の受入れ体制の強化

７　感染国等への緊急支援に対する拠出等の国際協力

８　学校の臨時休業等を円滑に進めるための環境整備
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交付金額

いわて働き方改革加速化推進
事業費(テレワーク導入推進事
業費補助）

県内のテレワーク導入の促進を図るため、環境整備に要する経費を補助 93,101 93,101

県内企業におけるテレワークに特化した働き方改革等の計画的・自律的な取組
を支援するため、「テレワーク導入推進計画」の策定を支援し、その計画に基
づく事業の推進に要する経費を補助【補助対象：ノートパソコン、通信機器
等】
（補助事業者　79社　88,454千円）

事業の実施により県内企業におけるテレワークの導入推進に
つながり、感染症蔓延時における就業継続等に効果があっ
た。

商工労働観光
部

新型コロナウイルス感染症対
策オンライン就職支援事業費

新型コロナウイルス感染症の影響により、集団又は対面型の企業説明会等が
相次いで中止され、県内企業と学生との接点が失われていることから、オン
ラインイベントの開催により、学生の就職活動を支援

5,066 5,066

・県内企業とのオンライン交流イベント
（３回：参加企業30社、参加学生延べ78名）
・オンライン企業研究会（３日間：参加企業34社、参加学生延べ291名）
・岩手大学向け企業研究オンラインセミナー
（１回：参加企業３社、参加学生10名）
・岩手県立大学向け業界研究オンラインセミナー
（１回：参加企業15社、参加学生191名）
・岩手県立大学向け企業研究オンラインセミナー
（１回：参加企業３社、参加学生85名）

オンライン開催による時間や経費の削減につながったほか、
県外大学生の参加や企業が多くの学生へコンタクトでき、就
職活動の新たな手法として効果があった。

商工労働観光
部

高校生等県内就職応援事業費 高校生の県内就職を支援するため、合同面接会や企業説明会を開催 14,429 14,429

・高校生向け地元企業を学ぶガイダンス
（県内高校16校：参加企業延べ99社、参加生徒1,716名）
・高校生未内定者及び一般離職者向け就職面談会
（２回：高校生６名、一般11名参加）
・就職面談会に参加する企業向け研修会
（２回：参加企業67社）※上記面談会と同日に実施

生徒と企業との接触機会に制限があるなか、企業による地域
貢献の取組や生徒自身の職業観を醸成する機会として効果が
あった。

商工労働観光
部

岩手産業文化センター管理運
営費（指定管理料）

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、利用料金収入が減少していること
から、指定管理料を増額

44,963 44,963
新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、利用料金収入の減少が生じたことか
ら、指定管理料（44,963千円）を増額したもの。

事業実施により、コロナ禍においても施設の適正な維持管理
を確保できた。

商工労働観光
部

新型コロナウイルス感染症対
策資金保証料補給補助

新型コロナウイルス感染症対策資金の融資に併せて保証料補給の補助を実施 108,536 108,536
保証料補給件数：1,151件
保証料補給額：108,536千円

中小企業の資金繰り支援に効果があった。
商工労働観光
部

新型コロナウイルス感染症対
応資金保証料補給

新型コロナウイルス感染症対応資金の融資に併せて保証料補給を実施 467,072 467,072
保証料補給件数：853件
保証料補給額：467,072千円

中小企業の資金繰り支援に効果があった。
商工労働観光
部

新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時基金積立金

利子補給及び保証料補給に係る後年度負担分について、新型コロナウイルス
感染症対応地方創生臨時基金への積立を実施

2,494,394 2,494,394 基金積立金：2,494,394千円 中小企業の資金繰り支援に効果があった。
商工労働観光
部

青少年の家管理運営費（新型
コロナウイルス感染症対策：
指定管理料）

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、施設利用が低調であり、指定管理
者の施設運営に支障が生じていることから、利用料金収入の減少に対する支
援を実施

1,444 1,444
青少年の家１施設において、コロナ禍における利用者の減に伴う施設管理料の
支援。

支援を行ったことにより、施設管理の円滑な運営が図られ
た。

教育委員会事
務局

地域基幹産業サプライチェー
ン等再構築事業費

水産加工業について、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている企業の
経営戦略の見直しや販路開拓の取組を支援

3,269 3,269

・危機対応事例研修会1回
・プロ人材による個別指導支援12回（うち有料1回）
・オンライン商談の導入支援：PR動画作成7社、合同研修会1回、オンライン
研修会1回、オンライン商談会3日間×1回（バイヤー延べ13社+サプライヤー
延べ18団体）

事業実施により県内水産加工業者の危機対応の強化や経営戦
略等の必要性の普及が図られた。また、オンライン商談会で
は商談成立又は商談中の案件数14件につながった。

復興防災部

特定非営利活動法人等感染症
対策支援事業費

新型コロナウイルス感染症の影響を受けているNPO法人に対し、新しい生
活様式に対応した活動への転換支援を実施

21,839 21,839

・感染症予防に必要な備品や消耗品購入経費についてＮＰＯ法人に対して200
件の補助を行った。
・新しい生活様式に対応した活動への転換するためオンラインセミナーを16回
開催するなど必要な伴走支援を７団体へ実施した。

感染拡大防止に用いる備品を購入すること及び、オンライン
を活用した活動に転換することで活動促進の効果があった。

環境生活部

母子保健対策費（特定不妊治
療費助成事業費）

ポストコロナに向けて、子どもを産みやすい環境づくりを推進するため、既
存の不妊治療に係る経費助成の上乗せ及び所得制限撤廃による拡充を実施

5,435 1,796
既存の不妊治療に係る経費助成の上乗せ及び所得制限撤廃による拡充を実施し
た。

事業実施により助成を行い、経済的負担の軽減を図った。 保健福祉部

商工業小規模事業経営支援事
業費補助

小規模事業者に対する指導・相談対応の体制強化に対する補助を実施 114,363 114,363

経営課題を抱える中小事業者を支援するため専門家派遣、指導員の訪問等を行
うための費用を補助
人件費：73,054千円
指導事業費：29,688千円
専門家派遣：11,621千円

事業実施により中小企業の事業継続支援に効果があった。
商工労働観光
部

中小企業連携組織対策事業費
補助

岩手県中小企業団体中央会における相談体制の拡充、強化に対する補助を実
施

3,268 3,268
経営課題を抱える組合等（中央会会員数402組合）を支援するため専門家派
遣、指導員の訪問、販促ツールの作成費、Web会議システム構築費等を補助

事業実施により組合等の経営課題支援に効果があった。
商工労働観光
部

新型コロナウイルス感染症対
応資金利子補給

新型コロナウイルス感染症対応資金の融資に併せて利子補給を実施 772,188 24,029
利子補給件数：12,184件
利子補給額：772,188千円

中小企業の資金繰り支援に効果があった。
商工労働観光
部

地域企業経営継続支援事業費
補助

商工団体が行う中小企業者の販売促進を目的とした事業費の一部を補助 19,314 6,438
商工団体が行う販売促進などの取組に要する経費を補助
　31団体※（19,314千円）

※雫石商工会、葛巻商工会、岩手町商工会を除く
商工団体による中小企業の販売促進支援に効果があった。

商工労働観光
部

地域企業経営継続支援事業費
補助

中小企業等の経営を支援するため、市町村が行う家賃補助に要する経費の一
部を補助するほか、事業者が新たに感染症対策や業態転換に取り組む際の経
費を補助

2,283,360 2,262,262
【家賃補助】支給件数：7,863件（834,132千円）
【業態転換等】対象店舗数：16,291店舗（1,449,228千円）

中小企業の経営支援として、感染症対策や業態転換に効果が
あった。

商工労働観光
部

感染症防止協力金支給事業費
新型インフルエンザ等対策特別措置法第24条第９項の規定に基づく休業協
力要請に応じた事業者等に対して、協力金を支給

66,500 66,500 支払件数665件　（66,500千円） 新型コロナウイルス感染症防止対策に効果があった。
商工労働観光
部

いわて食のオンライン商談拡
大事業費

事業者がバイヤーと直接商談できるよう、バイヤー向けのカタログホーム
ページを開設するほか、事業者向けの研修会や専門家派遣を実施し、オンラ
インでの商談を支援

5,222 5,222

・いわてFOOD＆CRAFTバイヤーズ商談ナビの公開
・青森岩手ええもんショップ×岩手県産㈱×県内3事業者とのオンライン商談
会の開催。
・いわて銀河プラザ×岩手県産㈱×県内７事業者とのオンライン商談会の開
催。

交付金の使用により事業者の販路確保に効果があった。
商工労働観光
部

観光宿泊施設緊急対策事業費
宿泊施設の支援を行い、県内の観光の受入体制の立て直しを図るとともに、
感染症収束後の全国的な官民の大規模キャンペーン等の展開に繋げるための
取組を実施

146,926 48,976
宿泊施設の感染症対策に要する経費の補助
交付実績：148件

宿泊施設の感染症対策の確保とコロナ禍での宿泊客受入復調
に効果があった。

商工労働観光
部

県産農林水産物販売促進緊急
対策事業費

消費が減退している県産農林水産物の利用促進の取組等に要する経費を措置 25,056 25,056
ＥＣサイトと連携する企業等に対象に、デリバリー商品開発２件、フェアの実
施１件、取組先の開拓23件等を支援

事業実施により、県産農林水産物の利用促進に寄与する効果
があった。

農林水産部

新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時基金積立金
（農業）

利子補給に係る後年度負担分について、新型コロナウイルス感染症対応地方
創生臨時基金への積立を実施

56,008 56,008
令和３年度から令和20年度までの間に、県から融資機関に対して利子補給する
ために必要な経費の基金への積立てを実施

事業実施により、経営の悪化した農業者の金銭的負担を軽減
し、その経営の維持及び再建に寄与する効果があった。

農林水産部

いわて農林水産物まるごと展
開事業費（公共施設等におけ
る花きの活用拡大支援事業）

花きの需要拡大を図るため、ＰＲ活動及び販売促進活動を実施 16,071 16,071
公共施設等におけるフラワーアレンジメント等の展示５回、県内の生花店76箇
所と産直85箇所と連携したスタンプラリー１回（７月～10月）を実施

事業実施により、花きの需要拡大に寄与する効果があった。 農林水産部

県産水産物需要創出緊急対策
事業費

外食需要の減退を受けた県産水産物の消費拡大に向けた取組を実施 3,262 3,262
家庭向け加工品開発等に取り組む水産加工事業者を対象に、販路開拓等のアド
バイザー派遣８回、新聞広告による情報発信１回を実施

事業実施により、県産水産物の消費拡大に寄与する効果が
あった。

農林水産部

大学生等修学支援緊急対策費
アルバイト等が休業となり収入が減少した大学生等への支援（会計年度任用
職員として任用）

1,324 1,324 大学生の会計年度任用職員としての任用：4人
事業の実施により、当座の生活が　困難な大学生等に対する
緊急的な支援として効果があった。

総務部

精神保健福祉管理費
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、接触機会が減少するよう自立支
援医療受給者証の有効期間が１年延長されたことから、受給者証発行システ
ムの改修を実施

394 394
延長措置対象者を判別し適切に受給者証を発行できるよう受給者証発行システ
ムの改修を行った。
システム改修委託　1式

システム改修により、延長措置対象者の正確な判別と、適切
な受給者証の発行が可能となった。

保健福祉部

岩手県出身県外大学生等応援
事業費

Uターンや関係人口の増加につなげるため、岩手県出身大学生等が、岩手県
内でインターンシップや就職活動等を行う際の交通費及び宿泊費について支
援を実施

21,806 21,806
・事業のチラシ作成・配付による本事業の周知
・ホームページやSNS等を活用した支援事業の周知・広報
・交通費及び宿泊費の支援実績：13,955千円（388件）

県外大学等に在籍する県出身学生等の就職活動費用の助成に
より、Ｕ・Ｉターン就職に効果があった。

商工労働観光
部

該当なし

Ⅱ　雇用の維持と事業の継続

事業名 事業概要
総事業費
（千円）

担当部局

２　資金繰り対策

３　事業継続に困っている中小・小規模事業者等への支援

４　生活に困っている人々への支援

５　税制措置

１　雇用の維持

交付金の
主な使途/実績

効果

6



交付金額

いわて体験交流施設管理運営
費

新型コロナウイルス感染症の影響により施設利用が低調であり、指定管理者
の施設管理運営に支障が生じていることから、利用料金収入の減少に対する
支援等を実施

3,648 3,648
　・施設の適正な維持管理のための指定管理料の増額　2,715千円
　・換気機能強化用のエアコン室外機設置　561千円
　・換気効率改善のための更衣室扉設置　372千円

 指定管理者の経営支援、換気機能の強化による感染症拡大防
止に効果があった。

ふるさと振興
部

三陸鉄道運営支援事業費 三陸鉄道の安全・安定した運行の維持を支援するため、運行支援金を交付 190,000 95,000
三陸鉄道の安全・安定した運行の維持を支援するため、運行支援金を
交付。
運行維持に係る支援金：190,000千円

交通事業者等の安全・安定した運行の維持への支援を行うこ
とにより、地域の足の維持・確保に向けた一助となった。

ふるさと振興
部

並行在来線対策事業費（いわ
て銀河鉄道利用促進協議会負
担金）

沿線市町と連携し、IGRいわて銀河鉄道の利用促進事業を展開するための利
用促進協議会に対する負担金

15,000 9,375
沿線市町と連携し、IGRいわて銀河鉄道の利用促進事業を展開するための利用
促進協議会に対する負担金
利用促進協議会に対する負担金：15,000千円

交通事業者が行う公共交通の利用促進への支援を行うことに
より、地域の足の維持・確保に向けた一助となった。

ふるさと振興
部

並行在来線対策事業費（いわ
て銀河鉄道運行支援交付金）

IGRいわて銀河鉄道の安全・安定した運行の維持を支援するため、運行支援
金を交付

170,000 106,250
IGRいわて銀河鉄道の安全・安定した運行の維持を支援するため、運行支援金
を交付。
　運行維持に係る支援金：170,000千円

交通事業者等の安全・安定した運行の維持への支援を行うこ
とにより、地域の足の維持・確保に向けた一助となった。

ふるさと振興
部

いわて花巻空港利用促進事業
費

国内定期路線の利用促進を行い、国内定期路線の需要の早期回復を図る取組
を実施

20,188 20,188
就航先旅行会社の国内線旅行商品造成（29件）
・国内線旅行商品造成　20,188千円

旅行商品の造成を支援することにより、国内定期路線の需要
の早期回復を図るとともに、消費活動の推進と持続的な観光
振興につなげられた。

ふるさと振興
部

バス事業者運行支援交付金
路線バス事業者の安全・安定した運行の維持を支援するため、運行支援金を
交付

191,100 191,100
路線バス事業者の安全・安定した運行の維持を支援するため、運行支援金を交
付。
バス事業者３者の運行維持に係る支援金191,100千円

交通事業者等の安全・安定した運行の維持への支援を行うこ
とにより、地域の足の維持・確保に向けた一助となった。

ふるさと振興
部

交通系ＩＣカードシステム整
備費補助

公共交通事業者のICカード導入に要する経費の一部を補助 21,623 21,623
公共交通事業者のICカード導入に要する経費の一部を補助。
バス事業者１者のICカード導入に対する補助：21,623千円

公共交通事業者のICカード導入を支援することにより、感染
機会の低減が図られるとともに、地域の足の維持・確保に向
けた一助となった。

ふるさと振興
部

タクシー事業者運行支援交付
金

タクシー事業者の安全・安定した運行の維持を支援するため、運行支援金を
交付

105,600 105,600
タクシー事業者の安全・安定した運行の維持を支援するため、運行支援金を交
付。
タクシー事業者212者の運行維持に係る支援金：105,600千円

交通事業者等の安全・安定した運行の維持への支援を行うこ
とにより、地域の足の維持・確保に向けた一助となった。

ふるさと振興
部

文化イベント等映像配信事業
費（岩手芸術祭総合フェス
ティバル映像配信事業）

岩手芸術祭総合フェスティバルにおいて、新しい生活様式に対応したデジタ
ル技術を活用した取組（会場以外からのリモート出演）を実施

3,518 3,518 リモート出演及び映像配信に係る委託経費　3,518千円
コロナ禍においても多くの方が文化芸術に触れる機会を提供
することができた。

文化スポーツ
部

文化イベント等映像配信事業
費（民俗芸能フェスティバル
映像配信事業）

県民俗芸能フェスティバルにおいて、新しい生活様式に対応したデジタル技
術を活用した取組（会場以外からのリモート出演）を実施

3,243 3,243 リモート出演及び映像配信に係る委託経費　3,243千円
コロナ禍においても多くの方が文化芸術に触れる機会を提供
することができた。

文化スポーツ
部

文化イベント等映像配信事業
費（声優朗読動画制作事業）

新型コロナウイルス感染症の影響により朗読会等の機会が減少していること
から、本県出身声優による朗読動画を作成・配信し、本県の文学に触れる機
会を増やす取組を実施

110 110 本県出身声優による朗読動画の作成に係る委託経費　110千円
コロナ禍においても多くの方が文化芸術に触れる機会を提供
することができた。

文化スポーツ
部

県民会館管理運営費
新型コロナウイルス感染症の影響により施設利用が低調であり、指定管理者
の施設管理運営に支障が生じていることから、利用料金収入の減少に対する
支援を実施

51,372 51,372 県民会館の指定管理料の増額
感染症拡大防止のための利用制限等に係る支援を実施し、ク
ラスターの発生防止に効果があった。

文化スポーツ
部

公会堂管理運営費
新型コロナウイルス感染症の影響により施設利用が低調であり、指定管理者
の施設管理運営に支障が生じていることから、利用料金収入の減少に対する
支援を実施

2,630 2,630 公会堂の指定管理料の増額
感染症拡大防止のための利用制限等に係る支援を実施し、ク
ラスターの発生防止に効果があった。

文化スポーツ
部

スポーツ施設感染症予防対策
事業費

スポーツ施設の運営にあたり、県民が安心して施設を利用できるようにする
ため、消毒液等を購入

3,130 3,130 感染対策に必要となる消毒液等を県内９スポーツ施設に購入
事業実施によりスポーツ施設における感染拡大防止に効果が
あった。

文化スポーツ
部

スポーツ大会等映像配信事業
費

各種スポーツ大会において、新しい生活様式に対応したデジタル技術を活用
した取組（リモート配信）を実施

3,768 3,768 各種スポーツ大会においてリモート配信に必要な機器購入
コロナ禍においても多くの方達にスポーツに親しむ機会を提
供できた。

文化スポーツ
部

スポーツ施設管理運営費
新型コロナウイルス感染症の影響により施設利用が低調であり、指定管理者
の施設管理運営に支障が生じていることから、利用料金収入の減少に対する
支援を実施

19,982 19,982 スポーツ施設（９施設）の指定管理料の増額
感染症拡大防止のための利用制限等に係る支援を実施し、ク
ラスターの発生防止に効果があった。

文化スポーツ
部

復興五輪ムーブメント推進事
業費

オリンピック聖火リレーに係る感染症対策を実施するほか、総務省が実施す
る「東京2020オリンピック聖火を活用した地方創生事業」の採択を受け
て、聖火リレー非通過町村での聖火展示を実施

8,924 8,924
オリンピック聖火リレー及び聖火リレー非通過町村（５町村）での聖火展示等
における感染症対策を実施

コロナ禍においても東京2020オリンピック聖火リレー等を
円滑に実施することができた。

文化スポーツ
部

いわて県民情報交流センター
管理運営費

新型コロナウイルス感染症の影響により施設利用が低調であり、指定管理者
の施設管理運営に支障が生じていることから、利用料金収入の減少に対する
支援等を実施

78,090 78,090

・コロナ禍においても施設の適正な維持管理を確保するため指定管理料を増額
した。
・感染症対策に必要な備品や消耗品を配備した。
（内訳）
　サーモグラフィカメラ（2台）、非接触型体温計（6台）

指定管理料の増額により安定的な管理運営を行うとともに、
感染症対策に必要な備品等を配備することで施設内での感染
症予防対策を講じながら施設を運営することができた。

環境生活部

生活衛生営業指導センター経
営指導事業費補助

業種別ガイドラインに対応するため、県生活衛生営業指導センターによる指
導・助言や地域でのモデル店を核とした指導・助言を実施

7,260 7,260

・生活衛生業者の感染拡大防止と社会経済活動の維持の両立を持続的に可能と
するため、経営指導員２名による指導、相談を実施した。
・活動拠点を整備するため執務室を借り上げた。
・ガイドライン対応状況の調査や周知徹底を行った。

事業実施により、新型コロナウイルス感染症拡大予防のため
の業種ごとのガイドラインの普及、衛生指導等を十分に行う
ことができた。

環境生活部

建築物環境衛生指導費
新型コロナウイルス感染症拡大防止に有効とされる換気に関する指導・助言
を行うため、必要な機器等の購入や研修を実施

4,646 4,646

・感染症対策と建築セミナーを対面及びリモートで１回開催した。（56名、
151アカウント）
・保健所職員が行う立入検査に必要な備品及び消耗品等を配備した。
（内訳）
　ＣＯ２濃度計（2台）、消毒液

セミナーをリモート及びソーシャルディスタンスを確保した
うえで開催するとともに、コロナ禍における適切な立ち入り
検査及び保健所職員へ感染拡大を防止することができた。

環境生活部

ふれあいランド岩手管理運営
費（ふれあいランド岩手指定
管理料）

新型コロナウイルス感染症の影響により施設利用が低調であり、指定管理者
の施設管理運営に支障が生じていることから、利用料金収入の減少に対する
支援を実施

7,540 7,540 ・利用料金収入の減少に対する支援　7,540千円
施設運営への支援により安定的な管理運営を継続することが
できた。

保健福祉部

いわて子どもの森管理運営費
（いわて子どもの森指定管理
料）

新型コロナウイルス感染症の影響により施設利用が低調であり、指定管理者
の施設管理運営に支障が生じていることから、利用料金収入の減少に対する
支援を実施

2,108 2,108 ・利用料金収入の減少に対する支援　2,108千円
施設運営への支援により安定的な管理運営を継続することが
できた。

保健福祉部

療育センター管理運営費（療
育センター指定管理料）

新型コロナウイルス感染症の影響により施設利用が低調であり、指定管理者
の施設管理運営に支障が生じていることから、利用料金収入の減少に対する
支援を実施

33,969 33,969 ・利用料金収入の減少に対する支援　33,969千円
施設運営への支援により安定的な管理運営を継続することが
できた。

保健福祉部

農山漁村体験受入体制強化緊
急対策事業

受入地域の感染症対策の強化、衛生環境・受入環境整備、安全安心な新規体
験メニュー開発、情報発信対策を実施

1,797 1,797

農山漁村体験の受入団体等を対象に、「新型コロナウイルス感染症緊急対策プ
ラン」の策定（４団体）と、このプランに基づき行われる衛生環境・受入環境
の改善（２団体）、安全・安心で魅力的な新規体験メニュー開発等（２団体）
を支援

事業実施により、受入地域のコロナ感染症対策等の強化が図
られるなどの効果があった。

農林水産部

広域公園等管理費（感染症対
策）

新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、利用料金収入の減少及び管理経費
の増加が生じていることから、指定管理料を増額

711 711
新型コロナウイルス感染症の影響により、有料公園施設（御所湖広域公園、花
巻広域公園）の安定運営のための支援を実施。

事業実施により、指定管理者の安定的な施設運営の維持に効
果があった。

県土整備部

管理運営費（空港管理（感染
症対策））

花巻空港における国内定期便の路線維持を図るため、着陸料について減免を
実施

16,000 16,000 花巻空港の国内定期便運航者に対し、着陸料の減免を実施
事業実施により、国内定期便運航者の負担が軽減し、路線維
持への効果があった。

県土整備部

県民会館・公会堂感染症予防
対策事業費

県民会館及び公会堂の運営に当たり、県民が安心して施設を利用できるよう
にするため、赤外線カメラ等を整備

2,025 1,013
県民会館及び公会堂に感染対策に必要となる手指消毒液、非接触体温計、赤外
線カメラを整備

事業実施により文化施設における感染拡大防止に効果があっ
た。

文化スポーツ
部

岩手産業文化センター管理運
営費（設備整備費）

岩手産業文化センターの運営に当たり、県民が安心して施設を利用できるよ
うにするため、赤外線カメラ等を整備

1,465 733

岩手産業文化センターの運営に当たり、県民が安心して施設を利用できるよう
にするため、赤外線カメラ等を整備したもの。
・赤外線サーモグラフィカメラ（1,356千円）
・非接触型体温計（109千円）

計画どおり設備を確保することで、利用者・職員のクラス
ターの発生を防止した。

商工労働観光
部

新型コロナウイルス感染症対
策市町村総合支援事業費補助

市町村が実施する新型コロナウイルス感染症の影響に伴う地域経済の回復等
の対策事業を支援

2,000,000 2,000,000

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により大きな影響を受けている地域経
済の回復等を支援するため、市町村が実施する下記の対策事業に対し補助（３
３市町村）
  ・雇用の維持と事業の継続
　・次の段階としての官民を挙げた経済活動の回復
　・強靭な経済構造の構築

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により大きな影響を
受けた地域経済の回復等の支援に効果があった。

ふるさと振興
部

いわて移住・定住促進事業費
感染症の影響に伴う地方移住への関心の高まりを踏まえ、関心者への直接Ｐ
Ｒや首都圏におけるＰＲイベントなどのプロモーション等を実施

58,095 58,095

・首都圏への移住相談ブースの設置、移住相談員１人及びキャリアカウンセ
ラー１人の配置。県内市町村への移住コーディネーターの設置（28市町村54
人）による相談受入体制の整備。
・首都圏における移住フェアのオンライン開催（移住相談実績 延235人、オ
ンラインライブ配信視聴者数 延1,181人）
・移住体験ツアーの実施（参加実績　31人）
・NPO等団体の定住・交流事業への補助（３件 内１件コロナ対策分）

相談受入体制の整備により移住促進が図られた。また、移住
フェアや移住体験ツアーの開催、他団体の移住事業の補助に
より岩手での暮らしの魅力の発信に効果があった。

商工労働観光
部

いわてテレワーク推進モデル
事業費

県外の企業に当県でのテレワークを実施のきっかけを提供し、サテライトオ
フィス設置企業の誘致や当県への移住・定住につなげる取組を実施

7,553 7,553
・お試しテレワークの受入（受入企業２社 各１名）
・県内テレワーク施設等の視察ツアーのオンライン実施（参加者数 20社25
人）

県内におけるテレワークの実施可能が実証でき、首都圏在住
者へのPRに効果があった。

商工労働観光
部

岩手らしい新しい生活様式発
信事業費

県職員が在宅勤務でも編集可能なシステムによる環境整備や、移住・定住に
関する情報の発信を進める取組を実施

7,491 7,491
移住ポータルサイトの改修により、新型コロナウイルス感染症の拡大に対応し
た医療体制、子育て・教育環境、新しい働き方等に関する情報を充実（R2閲覧
実績 43,679回（R1 34,800回））

県内の感染症対策や支援メニュー等について、サイトを通じ
効果的なPRが可能となった。

商工労働観光
部

２　地域経済の活性化

１　観光・運輸業、飲食業、イベント・エンターテインメント事業等に対する支援

Ⅲ　次の段階としての官民を挙げた経済活動の回復

事業名 事業概要
総事業費
（千円）

担当部局
交付金の

主な使途/実績
効果
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交付金額
事業名 事業概要

総事業費
（千円）

担当部局
交付金の

主な使途/実績
効果

ものづくり企業競争力強化緊
急支援事業費補助

コロナ禍収束後の将来を見据えて地域ものづくり企業が主体的に取り組む自
社の競争力強化に資するソフト事業に要する経費の一部を補助

47,946 47,946
・新型コロナウイルス感染症の影響を受けている中小ものづくり企業28社に対
し、製品や強み技術の開発･改良など、自社の競争力強化に資する取組を支援

県内大手企業との共同開発案件や第4次産業革命関連技術
（AI、ロボット等）の導入/開発案件等の採択により、中小企
業における事業継続とアフターコロナを見据えた事業展開を
着実に支援できた。

商工労働観光
部

買うなら岩手のもの運動展開
事業費

オンラインや紙面による物産展の開催や購入費用の割引等、県産品の販売を
促進するためのキャンペーンを実施

94,410 94,410

・「買うなら岩手のもの運動」キャンペーン
　　委託費：4,294千円、協力事業者数439者（R3.6.1時点）
・三陸の食と日本酒のオンラインペアリングイベント
　　委託費：3,304千円
・岩手県産品販売に係るバーチャル物産展企画・運営
　　委託費：86,812千円
　　（R2.9.9～R3.3.31実績）
　　出店数192社、出品商品数509品、売上1億7517万円

計画どおり、県内の生産者や企業を中心に広く地産地消の盛
り上がりを見せた。また、バーチャル物産展はアフターコロ
ナを見据えたネット通販への促進となった。

商工労働観光
部

観光宿泊施設緊急対策事業費
宿泊施設の支援を行い、県内の観光の受入体制の立て直しを図るとともに、
感染症収束後の全国的な官民の大規模キャンペーン等の展開につなげる取組
を実施

1,426,052 1,426,052

・岩手県内のほか、東北・新潟からの宿泊者の宿泊料支援
   983,028千円
・宿泊施設に対する支援金の交付　394件　394,000千円
・宿泊事業者が行うワーケーション等の取組に要する経費の補助　40件
　49,024千円

宿泊施設の感染症対策の確保とコロナ禍での宿泊客受入復調
に効果があった。

商工労働観光
部

観光バス運行支援事業費補助 安全、安心な観光を推進し、本県観光の需要喚起を図る取組を実施 193,716 193,716
観光バス事業者が乗車人数を制限して運行するなどの感染症対策を行う場合の
掛かり増し経費に要する経費の補助
実績：103件、193,716千円

コロナ禍における観光バス事業者の事業維持に効果があっ
た。

商工労働観光
部

いわての新しい観光推進事業
費

地域観光事業者と宿泊施設の連携を促進し、付加価値の高い旅行商品の造成
を支援

19,190 19,190 付加価値の高い旅行商品の造成支援：10プラン アフターコロナを見据えた観光誘客推進に効果があった。
商工労働観光
部

農業研修用施設・農業機械等
導入事業費

外国人材の入国制限等による人手不足が懸念される中、援農や就農の促進に
向けた研修を行う研修機関に対し、必要となる研修用農業機械等の導入を支
援

9,680 4,840
岩手県立農業大学校において、研修に必要となるトラクタ１台と作業機・GPS
付トラクタ１台を導入

事業実施により、農業の労働力確保に寄与することが見込ま
れる。

農林水産部

美味ぇがすと三陸構想推進プ
ロジェクト事業費

「三陸国際ガストロノミー会議」及び関連事業の実施に当たり、新型コロナ
ウイルス感染症対策を実施

8,181 8,181
「三陸国際ガストロノミー会議」及び関連事業の実施にあたり、海外シェフ
（２名）のリモート対応やオンライン参加者向け料理の開発、オンライン配信
に係る対応などの新型コロナウイルス感染症対策を実施

事業実施により、人との接触機会の低減により、コロナ感染
拡大防止に寄与する効果があった。

農林水産部

肥育経営生産基盤強化緊急支
援事業

枝肉価格が低下し、肉用牛肥育農家の経営悪化が懸念されるため、肉用牛肥
育農家の肥育素牛の導入を支援

24,758 24,758 肥育農家への肥育素牛（3,072頭）の導入を支援
事業実施により、経営の悪化が懸念される肉用牛肥育農家の
経営支援に寄与する効果があった。

農林水産部

肥育牛経営体質強化体制整備
事業費

枝肉価格が低下し、肉用牛肥育農家の経営悪化が懸念されるため、優良な肥
育牛生産に向けた飼養管理など経営体質の強化に向けた取組に対する県の指
導体制を整備

22,483 22,483
肥育農家が、国の「肥育牛経営等緊急支援特別対策事業」の支援を受けるため
に必要な各種分析の支援体制を整備

事業実施により、経営が悪化する肉用牛肥育農家の体質強化
に寄与する効果があった。

農林水産部

肉用牛肥育経営安定対策緊急
支援事業費

国の「肉用牛肥育経営安定交付金制度」において、生産者積立金が枯渇し、
国費相当分の交付のみとなった場合に、生産者積立金から交付されるべき交
付金の一部を支援

84,721 84,721
国の「肉用牛肥育経営安定交付金制度」の生産者積立金の払底により、国費相
当分のみの交付となった場合、生産者積立金から交付されるべき交付金の一部
を支援

事業実施により、経営が悪化する肉用牛肥育農家の経営支援
に寄与する効果があった。

農林水産部

県産木材等需要創出緊急対策
事業費

新型コロナウイルス感染症の影響により、県産木材の需要が落ち込んでいる
ことや、県外営業・イベント開催にも制限があるため、県産木材を活用した
木製品を製作・設置することにより、木材需要を喚起するほか、県産木材の
良さをPRする取組を実施

78,682 78,682
放課後児童クラブ等及び森林レクレーション施設等への木製品設置（404箇
所）

事業実施により、県産木材の需要喚起に寄与する効果があっ
た。

農林水産部

東日本大震災津波伝承館感染
症予防対策事業

東日本大震災津波伝承館の運営にあたり、県民が安心して施設を利用できる
ようにするため、赤外線カメラ等を整備

1,293 647
東日本大震災津波伝承館の感染対策に必要となる赤外線サーモグラフィカメラ
１台、非接触型体温計４台、消毒液を購入

事業実施により東日本大震災津波伝承館における感染症の蔓
延防止が図られた。

復興防災部

博物館管理運営費（文化施設
感染症予防等事業）

県立博物館の運営にあたり、県民が安心して施設を利用できるようにするた
め、赤外線カメラ等を整備

1,273 637
・県立博物館において消毒液等の保健衛生用品、サーモグラフィカメラ等を整
備

感染症対策が実施され、施設の安全な利用が図られた。
教育委員会事
務局

美術館管理運営費（文化施設
感染症予防等事業）

県立美術館の運営にあたり、県民が安心して施設を利用できるようにするた
め、赤外線カメラ等を整備

1,300 651
・県立美術館において消毒液等の保健衛生用品、サーモグラフィカメラ等を整
備

感染症対策が実施され、施設の安全な利用が図られた。
教育委員会事
務局
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交付金額

該当なし

いわて輸出向け食品等の製造
施設等整備緊急支援事業費

輸出を行う食品事業者等に対して、施設や機器の整備等の支援を実施 20,923 6,974 輸出を行う食品事業者等に対して、冷蔵施設の整備等を支援（１件）
事業実施により、県産農林水産物の輸出促進に寄与する効果
があった。

農林水産部

電子決裁・文書管理システム
整備費

新しい生活様式に対応する業務実施体制を構築するため、電子決裁・文書管
理システムを導入

57 57 情報システム関連調達に関する技術的審査委員会を開催
事業実施により、テレワークを可能とする、システム導入が
実現した。

総務部

管理運営費（勤務時間管理シ
ステム運営費）

新型コロナウイルス感染症拡大防止を図り、新しい生活様式に対応する勤務
時間制度を導入するため、フレックスタイム制を導入するに当たり、勤怠管
理システムの改修を実施

2,836 2,836
フレックスタイム制の導入に当たり、勤務時間を適正に管理するためシステム
を改修

勤務開始及び終了時間を柔軟に指定することで通勤時の混雑
回避が図られたことにより、職員の感染を予防し、感染症対
応業務に従事する職員体制への影響を最小限とすることが可
能となったとともに、社会全体の感染拡大の予防にもつな
がった。

総務部

情報化設備整備費（BYOD型
テレワーク）

新型コロナウイルス感染症拡大防止を図るため、テレワークの実施等に必要
な環境を整備

81,312 81,312

新型コロナウイルス感染症拡大防止を図るため、テレワーク及びテレビ会議の
実施に係る環境整備を行った。
　・ノートＰＣ及び周辺機器購入　5,200台
　・認証基盤の構築　一式

庁内業務のペーパーレス化の機運を醸成した結果，非対面に
よる会議の開催や資料の電子化が促進され、感染拡大防止に
資する環境整備が進んだ。

ふるさと振興
部

情報化設備整備費（Web会議
システム）

新型コロナウイルス感染症拡大防止を図るため、Web会議に必要な機材等
を整備

7,904 7,904
新型コロナウイルス感染症拡大防止を図るため、Web会議システムの整備を行
うもの。
　・電子黒板（６台）及び周辺機器一式

庁内業務のペーパーレス化の機運を醸成した結果，非対面に
よる会議の開催や資料の電子化が促進され、感染拡大防止に
資する環境整備が進んだ。

ふるさと振興
部

ＩＣＴ利活用推進費
感染症拡大防止策等の検証に必要となる位置情報ビッグデータ分析ツールを
導入し、データに基づいた政策立案・政策評価を推進

1,320 1,320
位置情報ビックデータ分析ツール（KDDI・ロケーションアナライザー）の使
用料

事業実施により、感染症対策に必要な施策立案に効果があっ
た。

ふるさと振興
部

電気事業会計負担金（情報設
備整備費）

新型コロナウイルス感染症拡大防止を図るため、テレワークの環境整備を実
施

20,703 20,703
・新型コロナウイルス感染症拡大防止を図るため、テレワーク導入に係る環境
整備としてノートパソコン121台を配備した。

テレワークが可能となり、感染拡大防止の効果があった。 環境生活部

工業用水道事業会計負担金
（情報設備整備費）

新型コロナウイルス感染症拡大防止を図るため、テレワークの環境整備を実
施

3,257 3,257
・新型コロナウイルス感染症拡大防止を図るため、テレワーク導入に係る環境
整備としてノートパソコン19台を配備した。

テレワークが可能となり、感染拡大防止の効果があった。 環境生活部

障害福祉サービスICT導入モ
デル事業費

障害福祉サービス事業所に対してＩＣＴ導入に向けた研修の開催及びＩＣＴ
を導入する経費を補助

1,453 485
県内の障害福祉サービス事業所１事業所に対し、ICT導入に向けた経費を補助
した。

感染拡大防止及び生産性向上のための環境の整備ができた。 保健福祉部

オンライン学習支援体制整備
費（県立学校オンライン学習
支援体制整備事業）

新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い県立学校の休業や学習活動の制限に
対し、オンライン学習支援サービスを活用し学びを保障する取組を実施

42,417 42,417
・各県立高等学校及び特別支援学校において、オンライン授業等を行うための
サービスの利用料。

オンライン授業等の実施により、接触リスクが低減され、感
染症対策が図られた。

教育委員会事
務局

オンライン学習支援体制整備
費（市町村立学校オンライン
学習システム活用事業）

新型コロナウイルス感染症に伴う臨時休業中の学びの保障をするためのオン
ラインドリルと、児童生徒個々の学習定着状況を把握するためのオンライン
テストの実施により、県域全体における教育水準の維持を図る取組を実施

1,867 1,867
・各市町村立学校に向け、オンライン学習の説明会を実施。
・オンライン学習による学習定着度を図るためのモバイルテストの実施。

オンライン授業等の実施により、接触リスクが低減され、感
染症対策が図られた。

教育委員会事
務局

県立学校ＩＣＴ機器整備事業
費（県立学校１人１台端末整
備費）

県立中学校及び特別支援学校小中学部へ１人１台端末を整備するとともに、
県立高校へ休校時等に生徒へ貸し出すためのタブレット端末を整備

48,306 48,306
・県立中学校、高等学校、特別支援学校計77校に対し、オンライン授業等の実
施に必要なタブレット端末等の機器を整備。

オンライン授業等の実施により、接触リスクが低減され、感
染症対策が図られた。

教育委員会事
務局

県立学校ＩＣＴ機器整備事業
費（ＧＩＧＡスクール構想の
加速による学びの保障事業
費）

県立学校へＧＩＧＡスクールサポーターの派遣やオンライン授業等へ対応す
るためＷｅｂカメラの整備、県立中学校や特別支援学校へのモバイルルー
ターや障がいに対応した入出力支援装置を整備

14,394 3,630
・県立中学校、高等学校、特別支援学校計77校に対し、オンライン授業等の実
施に必要なタブレット端末等の機器を整備。

オンライン授業等の実施により、接触リスクが低減され、感
染症対策が図られた。

教育委員会事
務局

管理運営費（総合教育セン
ターICT機器整備事業費）

学校の臨時休業等の緊急事態におけるオンライン学習等を着実に実施できる
よう教員の研修環境を整備

23,806 23,806
・県内学校の教職員に向け、オンライン学習の研修会を実施。
・オンラインでの研修実施に係るカメラ等必要機材の整備。

オンライン授業等の実施により、接触リスクが低減され、感
染症対策が図られた。

教育委員会事
務局

生涯学習推進センター管理運
営費（新型コロナウイルス感
染症対策）

新型コロナウイルス感染症対策として、研修室内の収容人数を減らす一方
で、より多くの受講者に学習の機会を提供する観点から、講義映像を複数の
研修室あるいは遠隔地で視聴できるように映像配信機材を整備

1,266 1,266 ・オンラインでの研修実施に係るカメラ等必要機材の整備。
オンライン授業等の実施により、接触リスクが低減され、感
染症対策が図られた。

教育委員会事
務局

該当なし

２　海外展開企業の事業の円滑化、農林水産物・食品の輸出力の維持・強化及び国内供給力の強化支援

３　リモート化等によるデジタル・トランスフォーメーションの加速

４　公共投資の早期執行等

１　サプライチェーン改革

Ⅳ　強靱な経済構造の構築

事業名 事業概要
総事業費
（千円）

担当部局
交付金の

主な使途/実績
効果
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